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○川崎市し尿浄化槽設置資金の助成及び貸付けに関する条例施行規則 

昭和45年３月31日規則第41号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、川崎市し尿浄化槽設置資金の助成及び貸付けに関する条例（昭和45年川崎市

条例第16号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（対象し尿浄化槽の審査） 

第２条 助成及び貸付けの対象となるし尿浄化槽の審査は、次に掲げるところによる。 

(１) 書類審査は、浄化槽法（昭和58年法律第43号）第５条第１項の規定により届け出られた書

類又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項の規定により提出された申請書により

行う。 

(２) 技術的審査は、建築基準法第31条第２項に規定するところにより行う。 

（貸付金の額） 

第３条 条例第４条第２項の規定に基づく貸付金の額は、次の区分により計算した額とする。 

処理対象人員の区分 貸付金額 

５人分以下 225,000円

５人分を超え130人分まで 225,000円に５人分までごとに30,000円を加えた額 

130人分を超えるもの 1,000,000円

（助成の申請手続き） 

第４条 助成金の交付を受けようとする者は、し尿浄化槽設置資金助成交付申請書（第１号様式）

に次の書類を添付して市長に提出しなければならない。 

(１) し尿浄化槽設置届 

(２) 申請者が家屋の所有者と異なるときは、所有者の承諾書 

(３) その他市長が指示する書類 

（借受けの申請及び連帯保証人） 

第５条 資金の貸付けを受けようとする者は、連帯保証人連署のうえ、し尿浄化槽設置資金借受申

請書（第２号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の連帯保証人は、本市又は本市の近接地域に居住する者であり、かつ、貸付金額以上の資

産を有するものでなければならない。 
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３ 市長は、必要があると認めるときは、連帯保証人の変更を命ずることがある。 

（助成、貸付決定の通知） 

第６条 条例第５条第２項に定める審査の結果は、し尿浄化槽設置資金／助成／貸付決定通知書（第

３号様式）により申請者に通知するものとする。 

（助成金、貸付金の交付時間） 

第７条 助成金又は貸付金は、第２条の規定に基づく審査に合格したのちに交付する。この場合に

おいて資金の借受人は連帯保証人の連署したし尿浄化槽設置資金借用証書（第４号様式）を市長

に提出して資金の交付を受けるものとする。 

２ 前項のし尿浄化槽設置資金借用証書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。

ただし、市長が特に認めた場合は、添付書類の一部を省略することができる。 

(１) 借受人及び連帯保証人の印鑑証明書 

(２) 借受人及び連帯保証人の所得証明書又は資産証明書 

(３) その他市長が指示する書類 

（貸付金の償還方法） 

第８条 条例第８条第１項に規定する分割払いの方法は、36箇月の均等払いとする。ただし、貸付

金額を36で除し、100円未満の端数が生じる場合は、この端数を切り上げて得た金額を初回から35

回までの償還金とし、残額を最終回の償還金とする。 

（貸付金の償還期日） 

第９条 貸付金の償還期限は、毎月末日とする。ただし、その日が土曜日若しくは民法（明治29年

法律第89号）第142条に規定する休日又は12月31日に当たるときは、これらの日の翌日までとする。 

（借受人の届け出の義務等） 

第10条 借受人は、借受人及び連帯保証人が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにその旨

を届け出なければならない。 

(１) 住所又は氏名を変更したとき。 

(２) 差押えを受け、又は破産手続開始の決定があったとき。 

(３) 借受人において、当該し尿浄化槽を使用している家屋を他人に譲渡し、転貸し、又は取り

壊そうとするとき。 

２ 借受人は、連帯保証人がその資格を失い、又は死亡したことにより新たに連帯保証人を定めよ

うとするとき、若しくは連帯保証人を変更しようとするときは、その旨を届け出て市長の承認を

受けなければならない。 
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（貸付決定の取消し及び繰上げ償還） 

第11条 借受人が貸付けの決定通知を受けてから理由なく１箇月を経過してもなお手続きをしない

ときは、貸付けの決定を取り消すことがある。 

（その他必要事項） 

第12条 この規則の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則

この規則は、昭和45年４月１日から施行する。 

附 則（昭和45年６月29日規則第74号） 

この規則は、公布の日から施行し、昭和45年４月１日から適用する。 

附 則（昭和46年３月31日規則第11号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和46年４月１日から施行する。 

附 則（昭和46年３月31日規則第24号） 

この改正は、昭和46年４月１日から施行する。 

附 則（昭和47年３月31日規則第53号） 

この改正規則は、昭和47年４月１日から施行する。 

附 則（昭和50年３月31日規則第19号） 

この改正規則は、昭和50年４月１日から施行する。 

附 則（昭和52年３月31日規則第34号） 

この改正規則は、昭和52年４月１日から施行する。 

附 則（昭和55年１月31日規則第４号） 

（施行期日） 

１ この改正規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇

所を訂正したうえ、引き続きこれを使用することができる。 

附 則（昭和56年８月24日規則第72号） 

（施行期日等） 

１ この改正規則は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の規則第２条第２号の規定は、昭和56年６月１日後設置の工事に着手したし尿浄化そう
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から適用する。 

附 則（昭和57年３月31日規則第19号） 

（施行期日） 

１ この改正規則は、昭和57年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇

所を訂正したうえ、引き続きこれを使用することができる。 

附 則（昭和58年10月29日規則第78号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和58年11月１日から施行する。 

（川崎市し尿浄化槽設置資金の助成及び貸付けに関する条例施行規則の一部改正に伴う経過措

置） 

９ 前項の規定による改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当

分の間、必要な箇所を訂正したうえ、引き続き使用することができる。 

附 則（平成元年７月29日規則第48号） 

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行し、第１条、第２条、第３条、第４条、第５条、第６条及び第

13条の規定による改正前の規則により貸付中の資金の弁済日、納期限又は償還期限については、

この規則施行の日以後のものから適用する。 

（経過措置） 

２ 改正前の規則の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇

所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

附 則（平成５年３月26日規則第29号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の規則の規定により調製した帳票で、現に残存するものについては、当分の間、必要な

箇所を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

附 則（平成５年12月24日規則第106号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成12年12月28日規則第135号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成16年12月22日規則第105号） 

この規則は、平成17年１月１日から施行する。 

第１号様式 

  局扱

押 印 欄 

し尿浄化槽設置資金助成交付申請書 

  年  月  日

(あて先)川崎市長
〒 □□□

住 所            

申
請
者
は
太
枠
の
み
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

申請者
ふりがな 

氏 名          印 

電 話            

次のとおり申請します。 

設 置 場 所 川崎市   区   町   丁目 
番地 

号 
番 

申請金額      円 助成金は，次の口座に振り込んでください。 

確認番号 第    号 

年 月 日        
         銀行         支店 確認申請(建築基準法第6条第1項)

に基づくものだけ記入してくださ

い。 
口座番号 □普通 □総合 □当座 

名義 □個人 □その他 

建築物の用途 □専用住宅 □共同住宅 □ 助成番号 第     号 

処理能力      人分 申請受付 受 付 

工事完了 受理番号        決 定 

現地調査 年 月 日        助成金額       円 

審査 □ 適合している。 審査員印 記事欄  

□ 適合していない。 

申請者住所と設置場所が異なる場合の   調査員印

書類送付先 □申請者住所 □設置場所 

注 1 助成金の振込先口座は，後日記入していただきますので記入しないでください。 
2 添付書類 (1) し尿浄化槽設置届

(2) 申請者が家屋の所有者と異なるときは，当該所有者の承諾書
(3) その他市長が指示する書類 



6/9  

第２号様式 

  局扱

押 印 欄 

し尿浄化槽設置資金借受申請書 

  年  月  日

(あて先)川崎市長 

申
請
者
は
太
枠
の
み
記
入
し
て
く
だ
さ
い
。

申請者  〒 □□□ 

住 所            

連帯保証人 

住 所            

ふりがな ふりがな 

氏 名          印 氏 名          印 

電 話            

次のとおり申請します。 

電 話            

設 置 場 所 川崎市   区   町   丁目 
番地 

号 
番 

申請金額      円 
貸付金は，次の口座に振り込んでください。 

確認番号 第    号 

年 月 日        
         銀行         支店 確認申請(建築基準法第6条第1項)

に基づくものだけ記入してくださ

い。 
口座番号 □普通 □総合 □当座 

名義 □個人 □その他 

建築物の用途 □専用住宅 □共同住宅 □ 貸付番号 第     号 

処理能力     人分 工事完了 
受 付 

現地調査 受理番号         

決 定 
書類完備 年 月 日         

審査  □ 適合している。 審 査 員 印 貸付金額        

 円     □ 適合していない。 

申請者住所と設置場所が異なる場合の 記事欄 調査員印 

書類送付先 □申請者住所 □設置場所 

注 1 印鑑は，印鑑登録をしているものをご使用ください。 
2 貸付金の振込先口座は，後日記入していただきますので記入しないでください。
3 添付書類 (1) し尿浄化槽設置届

(2) 申請者が家屋の所有者と異なるときは，当該所有者の承諾書
(3) その他市長が指示する書類 
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第３号様式 

し尿浄化槽設置資金
助成

決定通知書 
貸付

         様 

川崎市長        印 

  年  月  日あなたから申請のありました
助成金

は，次のとおり決定 
貸付金

しましたので通知します。 

助成決定第        号 

貸付決定第        号 

金額            円 

金額            円 

決定年月日 

なお，決定金額は，あなたが指定されました金融機関の口座に    年   月  日頃振込む

予定です。 

注 貸付金の返済方法は後日お知らせいたします。 



8/9  

第４号様式 

(表) 

収 入

印 紙

欄 

し尿浄化槽設置資金借用証書 

  年  月  日 

(あて先)川崎市長 

借 受 人 住所           

氏名          印

連帯保証人 住所           

氏名          印

川崎市し尿浄化槽設置資金の助成及び貸付けに関する条例及び同条例施行規則の該当事項了承の

上，次の金額を借用しました。

貸付番号 第      号 

借用金額

  百万     千円     円   

利 子 無利子 

償 還 方 法   年  月から36箇月の分割払いにより償還する。

最終償還月   年  月

償 還 金 額 1回 の 償 還 金        円

ただし，最終回        円

償 還 期 限 毎月末日(その日が取扱金融機関の休日に当たるときは，その翌日)とする。 

注 添付書類 (1) 借受人及び連帯保証人の印鑑証明書各1通 
(2) 借受人及び連帯保証人の所得証明書又は資産証明書各1通
(3) その他市長が指示する書類
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(裏) 

〇参考条文抜粋 

条 例

(助成金及び貸付金の取消し等) 

第6条 市長は，助成金及び貸付金の決定を受け，又は助成金，貸付金の交付を受けた者が，次の
各号の一に該当するときは，助成及び貸付けの決定を取り消し，又はすでに交付した助成金及び

貸付金の全額の返還を命ずることができる。

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。

(2) 偽りの申請又は不正な方法によって，助成金及び貸付金の交付を受けようとし，又は受けたこ
とが明らかとなったとき。

(3) その他市長が助成及び貸付けの必要がないと認めたとき。

(貸付金の利子等) 

第7条 貸付金は，無利子とする。

2 市長は，貸付金の交付を受けた者が償還期日までに貸付金の償還をしなかったときは，当該償
還期日の翌日から償還の日までの日数に応じ，当該償還すべき金額につき年10.75パーセントの割
合で計算した延滞利子(100円未満の端数があるときは，その端数を切り捨てた額をもって当該延
滞利子の金額とする。)を徴収する。ただし，当該延滞利子の金額が500円未満のとき，又は市長
が災害その他やむを得ない理由があると認めるときは，この限りでない。

(流用禁止) 

第10条 助成金及び貸付金は，当該工事以外の用途に使用してはならない。

※ 本証書は，債務消滅の時に債務者に返還する。 


